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社会的養護における家庭的養護の現状と課題について
―児童養護施設を中心として―
Current Situation and Challenges to Family‒like Care in Social Care
Focusing on Children’s Nursing Homes
辰 己 隆 ＊
Abstract
Social care has shifted away from a system centred on large residential care homes and toward a
model characterised by family‒based care in which each child is raised with meticulous care and
comprehensive support is provided to parents and children. Specifically, the new system gives priority
to foster homes or family group homes, where children are cared for within the homes of foster parents.
In facilities such as children’s nursing homes and infant homes, care is provided in a setting that is as
close as possible to a family situation.
This article seeks to examine the current situation and challenges of the family‒like care model of
social care with a focus on children’s nursing homes.
First, the current situation with regard to social care and children’s nursing homes is described;
second, the current situation of family‒like care is explained ; and finally, the significance and present
situation of the implementation of family‒like care are reviewed. Finally, challenges to the family‒like
care model and the future state of facilities are examined and discussed affirmatively.
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はじめに
2019（平成31）年⚓月11日、福祉新聞において、
以下の報道があった。
「家庭養育」へかじ切ると題して、厚生労働省は、
地方自治体の担当者を集めた「全国児童福祉主管課
長会議」を⚑日、開催した。社会的養育に関しては、
里親増に向けての開拓や研修などの体制を大幅に拡
充。一方で、児童養護施設は、機能転換に向け今後、
小規模グループケアを除き、大舎から小舎まで整備
計画を認めない方針を示した。家庭養育優先を進め
る方向がより鮮明となっている。
具体的に、施設は、小規模化・分散化と題して、
児童養護施設については、小規模かつ地域分散化を
積極的に進める方針だ。施設を整備する際の交付金
は、いずれも定員⚖人の地域小規模児童養護施設と
分園型小規模グループケアの計画を優先的に採択す
る。本体と同一敷地内の小規模グループケアや、本
体施設のユニット化は認めるものの、今後、小規模
化する計画を作成するよう求めた。
また、定員10人以上の児童養護施設は、大舎から
小舎まですべての整備計画を採択しない意向が示さ
れた。「新築や改築で小規模化する方針は2011（平
成23）年に厚生労働省がまとめた『社会的養護の課
題と将来像』にもあるが、小舎まで全く整備計画を
採択しない方針を示したのは、今回が初めて」（家
庭福祉課）と言う記事であった1。
要するに、児童養護施設においては、小規模化以
外の整備計画は、認めないと言う事である。理由と
して、2016（平成28）年児童福祉法改正により、子
どもが権利の主体である事、そして、実親による養
育が困難であれば、里親や特別養子縁組などで養育
されるよう、家庭養育優先の理念等が規定され、
2017（平成29）年⚘月⚒日、この改正法の理念を具
体化するため、厚生労働大臣が参集し開催された有
識者による検討会「新たな社会的養育の在り方に関
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する検討会」で「新しい社会的養育ビジョン」がと
りまとめられ公表された。それは、大規模な施設養
護を中心とした形態から、一人一人の子どもをきめ
細かく育み、親子を総合的に支援していく事を基本
として、家庭養護（養育）を推進していく為、養育
者の家庭に子どもを迎え入れて養育を行う里親や
ファミリーホームを優先し、児童養護施設、乳児院
等の施設養護については、できる限り家庭的養護
（小規模で家庭的な養育環境の形態）に変えていく
方向性を具現化した政策推進の背景があると考察で
きる。
筆者は、「児童養護施設の小規模化以外の整備計
画は、認めない。」という事について、果たして、
これで良いのかと言う疑問が、ここで生じた。
本稿は、この社会的養護における家庭的養護の現
状と課題について、児童養護施設を中心に述べた
い。まず、社会的養護と児童養護施設の現況につい
て、次に、家庭的養護の現況と推進について述べ、
最後に、家庭的養護の課題と今後の施設形態につい
て、先述した疑問を考察しながら、肯定的に研究・
論述していきたい。
⚑ 社会的養護と児童養護施設の現況
（⚑）社会的養護の現況と推移
社会的養護とは、保護者の適切な養育を受けられ
ない子どもを、公的責任で社会的に保護養育すると
ともに、養育に困難を抱える家庭への支援を行うも
のと、社会的養護の基本理念で示されている2。
ここで、社会的養護の現状である施設数、里親数、
児童数等を見てみる。
2019（平成31）年⚔月の厚生労働省「社会的養育
の推進に向けて」によると、約⚔万⚕千人の児童が、
社会的養護を必要としており、対象児童の特性に応
じた施設に措置・委託されている。
里親については、登録里親数11,730世帯、委託里
親数4,245世帯、委託児童数5,424人である。ファミ
リーホームは347か所、委託児童数1,434人となって
いる。児童養護施設等（乳児院、児童心理治療施設、
児童自立支援施設、母子生活支援施設、自立援助
ホーム）の全体施設数は、1,230か所、定員42,694
人（母子生活支援施設を除く）現員37,496人となっ
ている。対象児童の約⚑割強が、里親やファミリー
ホーム、約⚘割強が、児童養護施設等で、措置・委
託されている3。
また、要保護児童数の推移を見てみると、乳児院、
児童養護施設の入所児童数は、一時期減少するかに
見えたが、増加傾向に転じ、ここ数年減少傾向と
なっている。10年前に比べて、児童養護施設の入所
児童は約2割減、乳児院が約⚑割減となっている。
一方、里親やファミリーホームへの委託児童数は、
2007（平成19）年度末の3,633人から、2017（平成29）
年度末の6,858人へと約⚒倍もの増加率となってい
る4。
2016（平成28）年の改正児童福祉法における理念
で「家庭的な環境での養育が重視」とされ、この理
念を具現化する為、2017（平成29）年「新しい社会
的養育ビジョン」が公表された。
この事により、家庭養護推進の為、養育者の家庭
に子どもを迎え入れて養育を行う里親やファミリー
ホームを施設より優先すると言う方針が位置づけら
れた。
この方向性が、今後も継続される見通しである事
が、この現況から明確に窺える。
（⚒）児童養護施設の現況
児童養護施設は、児童福祉法第41条に「保護者の
ない児童（乳児を除く。ただし、安定した生活環境
の確保その他の理由により特に必要のある場合に
は、乳児を含む）、虐待されている児童、その他の
環境上の養護を要する児童を入所させて、これを養
護し、あわせて退所した者に対する相談その他の自
立のための援助を行う事を目的とする施設とする。」
と位置づけられている。
2013（平成25）年の児童養護施設入所児童等調査
結果を見てみると、養護問題発生理由の主なもの
は、「父または母の虐待・酷使」18.1％（前回調査
は2008（平成20）年に実施14.4％）、「父または母の
放任・怠だ」14.7％（前回13.8％）となっており、
一般的に「虐待」とされる「放任・怠だ」「虐待・
酷使」「棄児」「養育拒否」を合計すると、37.9％（前
回33.1％）となっている5。
つまり、児童養護施設における養護問題発生の理
由について、かつて父母の死亡、行方不明、離婚に
よるものが多く占めていたが、それらは、減少し、
現在では、「児童虐待」に関係する父母の虐待・酷
使、放任・怠惰、父母の性格異常・精神障害による
ものが多くなってきている。この事から、児童養護
施設は、家庭代替機能から家庭支援機能へと変化し
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つつあると言える。
また、近年においての特徴は、「児童虐待」に繋
がる養育拒否や、バブル崩壊後の経済情勢不安定、
不況等による貧困を要因とした借金等による破産が
深刻化しており、入所に際し、保護者は、勿論のこ
と、児童自身にも何らかの問題を抱えている養護問
題が顕著になってきている。
従来、児童養護施設は、その集団の特性から大規
模施設でのケアが主流であったが、近年、「児童虐
待」等による入所が増加し、家庭的な環境での児童
と職員の個別的な関係が重視され、少人数のグルー
プケアが必要とされている。
この様に、児童養護施設は、「児童虐待」の増加
に伴う、家庭調整の対応、心理的治療などの支援の
複雑さ、養護ケアの小規模化による家庭的環境での
個別援助の必要性が求められている現況がある。
将来的には、社会的養護児童の委託割合を乳児
院、児童養護施設に⚓分の⚑、地域小規模児童養護
施設等に⚓分の⚑、里親やファミリーホームに⚓分
の⚑と想定されていた。
その後、2016（平成28）年の改正児童福祉法にお
ける理念で「家庭的な環境での養育が重視」とされ
た。そして、この理念を具現化する為、2017（平成
29）年「新しい社会的養育ビジョン」が公表された。
このビジョンにより、代替養育は家庭での養育を
原則とし、高度に専門的な治療的ケアが一時的に必
要な場合は、子どもへの個別対応を基盤とした「で
きる限り良好な家庭的な養育環境」を提供し、高度
専門的な手厚いケアの集中的提供を前提に、小規
模・地域分散化された養育環境を整えるべきとされ
た。
つまり、児童養護施設の小規模化・地域分散化で
ある家庭的養護の推進である。
児童養護施設は、2018（平成30）年⚓月末日現在、
児童養護施設数605ヶ所、入所定員32,253人、現員
25,282人、職員総数17,883人となっている6。
⚒ 家庭的養護の現況
（⚑）「社会的養護の課題と将来像」を契機として
「社会的養護の課題と将来像」児童養護施設等の
社会的養護の課題に関する検討委員会・社会保障審
議会児童部会社会的養護専門委員会とりまとめ2011
（平成23）年⚗月によると、児童養護施設は、本体
施設を大胆に小規模化し、施設機能を地域分散化し
ていくとともに、本体施設は高機能化する、と言う
将来の方向性を明確にした契機がある。
具体的には、
①児童養護施設の小規模化・地域分散化には、
・本体施設の定員を小さくする事。
・本体施設の養育単位を小さくし、小規模グループ
ケアとしていく事。
・地域のグループホーム（地域小規模児童養護施設、
分園型小規模グループケアを増やしていく事。
の⚓つの要素がある。
②今後10数年の間に、児童養護施設の本体施設は、
全施設を小規模グループケア化（オールユニット
化）し、本体施設の定員を45人以下にしていくと
ともに、グループホームやファミリーホーム、里
親支援を推進し、本体施設、グループホーム、里
親等を⚓分の⚑ずつにしていく、と言う目標を掲
げている。
そして、上記の目標を達成し、施設機能の地域分
散化や里親委託を推進するにあたっては、「社会的
養護の課題と将来像」に掲げた施設の人員配置の改
善や質の向上を図りながら、十分なケアを行える体
制を整えていかなければならない。
また、施設は、社会的養護の地域の拠点として、
施設から家庭に戻った子どもへの継続的なフォ
ロー、里親支援、自立支援やアフターケア、地域の
子育て家庭への支援など、専門的な地域支援の機能
を強化し、ソーシャルワークとケアワークを適切に
組み合わせ、家庭を総合的に支援していく。
児童養護施設の小規模化・地域分散化は、施設経
営が縮小する事ではなく、その機能を地域分散化し
地域支援へと拡大させ、施設の役割を大きく発展さ
せていくものであり、将来像に向けての積極的な取
組が期待されている。としていた7。
その後、2016（平成28）年の児童福祉法改正を受
け、この内容を大幅に上回る目標を定め、子どもと
家庭を地域で支援する事や養子縁組を含めて施策を
推進すべきとした報告書「新しい社会的養育ビジョ
ン」が、厚生労働省内に設置された検討会によって
2017（平成29）年⚘月にまとめられ、厚生労働大臣
に提出された。
これを受けて2018（平成30）年⚗月に、新たな「都
道府県推進計画」を2019（平成31）年度末までに策
定するように求められている現況がある。
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（⚒）児童養護施設における家庭的養護の現況
家庭での養育が困難な子どもに対して、代替的養
護を必要とした場合、児童養護施設、乳児院等の生
活型の施設による「施設養護」と里親等による「家
庭養護」があげられる。その「施設養護」のうち、
より家庭的な生活環境に配慮した少人数でのケアを
「家庭的養護」と言い、厚生労働省雇用均等・児童
家庭局通知によって「小規模グループケア」と「地
域小規模児童養護施設」が、現在、実施されている。
尚、児童養護施設等を運営する法人において、里親
等が中心になって実施している小規模住居型児童養
育事業（ファミリーホーム）を設置して、施設養護
との連携のもとで運営する場合も「家庭的養護」と
して位置づけられている場合がある8。
現況について、
①小規模グループケア
被虐待児童の入所が増加する中、家庭環境におい
て職員との個別的関係を重視したきめ細やかなケア
の提供を目的に、2005（平成17）年⚔月より実施し
ている。
具体的には、
・本体施設の敷地内で行うものと、敷地外において
グループホームとして行うもの（分園型小規模グ
ループケア）がある。
・定員は、児童養護施設については、⚖人以上⚘人
以下。
・本来の基本的配置に加算：児童指導員又は保育士
⚑人、管理宿直等職員⚑人分（非常勤）、年休代
替要員費等。
・⚑本体施設につき⚖か所まで指定できる。
・⚓か所を超えて指定する場合には、施設の小規模
化及び地域分散化の計画を策定し、推進する事9。
とされている。
2017（平成29）年10月⚑日現在、施設数456、実
施数1,352（⚑か所実施110、⚒か所実施312、⚓か
所実施105、⚔か所実施180、⚕か所実施230、⚖か
所以上実施415）である。実施状況の推移を見てみ
ると、2012（平成24）年の約⚒倍の実施数増となっ
ている10。
②地域小規模児童養護施設
近隣住民との適切な関係を保ち、家庭的環境での
養護によって子どもの社会的自立の促進を目的と
し、2000（平成12）年10月より実施している。本体
施設とは、別に地域内の独立した家屋において少人
数養育を行うもので、グループホームとも言う。
具体的には、
・定員⚖人。
・人員配置：児童指導員又は保育士⚓人（うち⚑人
は非常勤とする事が可能）、管理宿直専門員⚑人
分（非常勤）、年休代替要員費等。
・本体施設⚑施設につき⚒か所を超える指定をする
ときは、家庭福祉課と協議する11。とされている。
2017（平成29）年10月⚑日現在、施設数264、実
施数391（⚑か所実施158、⚒か所実施184、⚓か所
以上実施49）である。実施状況の推移を見てみる
と、2012（平成24）年の約1.6倍の実施数増となっ
ている12。
さらに、小規模かつ地域分散化の状況を形態ごと
で見てみると、2017（平成29）年10月⚑日現在、児
童養護施設定員総数30,046人に対して、大・中・小
舎18,205人、敷地内小規模グループケアとして本体
施設内6,706人、別棟1,960人、敷地外分園型881人、
敷地外地域小規模児童養護施設2,294人となってい
る。
定員の約⚖割は、大・中・小舎で、残りの4割は、
小規模グループケア・地域小規模児童養護施設で生
活している現況がある13。
飛躍的に増加した背景には「小規模グループケア
加算」による財政面での保障がある。これにより児
童養護施設は、小規模化・地域分散化である家庭的
養護を推進、具現化しやすいものとなった事が考察
できる。そして、本体施設である大・中・小舎で生
活している子どもたちが、未だ約6割存在する事も
窺えた。
⚓ 家庭的養護の推進
（⚑）児童養護施設の小規模化の意義
「児童養護施設等の小規模化及び家庭的養護の推
進のために（概要）」社会保障審議会児童部会社会
的養護専門委員会とりまとめ2012（平成24）年11月
によると、
小規模化の意義として、「家庭的養護と個別化」
を行い、「あたりまえの生活」を保障する事とある。
具体的な意義として、
・一般家庭に近い生活体験を持ちやすい。
・子どもの生活に目が届きやすく、個別の状況にあ
わせた対応をとりやすい。
・生活の中で子どもたちに家事や身の回りの暮らし
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方を普通に教えやすい。
・調理を通じ、食を通じたかかわりが豊かに持てる。
・近所とのコミュニケーションのとりかたを自然に
学べる。
・集団生活によるストレスが少なく、子どもの生活
が落ち着きやすい。
・日課や規則など管理的になりやすい大舎制と異な
り、柔軟にできる。
・安心感のある場所で、大切にされる体験を提供
し、自己肯定感を育める。
・家庭や我が家のイメージを持ち、将来家庭を持っ
たときのイメージができる。
・少人数のため行動しやすい。
・地域の中にグループホームを分散配置する事によ
り、地域での社会的養護の理解が深まる。
が、あげられている14。ここでは、子どもの側に
立って、できる限り家庭的養護(小規模で家庭的な
養育環境の形態）に変えていくと言う意義の重さを
理解した。
（⚒）家庭と同様の環境における養育の推進
児童養護施設の小規模化・地域分散化である家庭
的養護の推進について述べてきたが、里親等による
「家庭養護」をも含めた、広義での「家庭と同様の
環境における養育の推進」がなされている。大きな
施策として、各施設が定める「家庭的養護推進計画」
と都道府県が定める「都道府県推進計画」に基づき、
社会的養護が必要な児童を、可能な限り家庭的な環
境において安定した人間関係のもとで育てる事がで
きるよう、里親等家庭での養育や施設の小規模化・
地域分散化を推進すると言うのが図表⚑15から充分
に窺える。
先述したが、2015（平成27）年度から2029（平成
41、令和11）年度までの15年間に、児童養護施設等
本体施設入所児童・グループホーム入所児童・里親
等への委託児童をそれぞれ概ね⚓分の⚑ずつにして
いくと定めた。その後、2016（平成28）年の児童福
祉法改正を受け、この内容を大幅に上回る目標を定
め、子どもと家庭を地域で支援する事や養子縁組を
含めて施策を推進すべきとした報告書「新しい社会
的養育ビジョン」が、厚生労働省内に設置された検
社会的養護における家庭的養護の現状と課題について
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図表⚑ 家庭と同様の環境における養育の推進
出所：厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 2019（平成31）年⚔月
「社会的養育の推進に向けて」p. 12より引用
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討会によって2017（平成29）年⚘月にまとめられ、
厚生労働大臣に提出されている。
これを受けて2018（平成30）年⚗月に、新たな「都
道府県推進計画」を2019（平成31）年度末までに策
定するように求める子ども家庭局通知を出している
現況がある16。政策推進として、とてもスピーディ
な展開となっている現況がある。
⚔ 家庭的養護の課題と今後について
（⚑）課題と取り組みについて
「児童養護施設等の小規模化及び家庭的養護の推
進のために」社会保障審議会児童部会社会的養護専
門委員会とりまとめ2012（平成24）年10月によると、
小規模化の課題とその取り組み例を以下の如く具体
的にあげている17。
①小規模化を進める上での課題
・職員が⚑人で多様な役割をこなすため、職員の力
量が問われる。新人の育成が難しい。
・ホーム内のできごとが周囲に伝わりにくく、閉鎖
的あるいは独善的なかかわりになる危険性があ
る。
・人間関係が濃密となり、子どもと深くかかわれる
分、やりがいもあるが、職員の心労も多い。
・小規模化の当初は、集団内で押さえられていた子
どもの感情が表に出やすくなり、衝突も増える。
・大きな課題を持つ子どもがある場合、少人数の職
員で対応しづらく、子ども集団への影響が多い。
・家庭的養護のため、職員に調理や家事の力が求め
られる。
・従来の配置方法では、宿直回数が多くなりがちで、
勤務時間が長くなりがち。
②小規模化を推進する上での取り組み例
・職員が課題を⚑人で抱え込まない組織運営を行
う。職員が対応に困ったときに定期的に相談でき
る場、すぐに相談できる人を決め、職員の不安を
防ぐ。コミュニケーション不足による孤立、不安
を防ぐ。
・小規模グループケアやグループホームごとに、担
当職員の勤務時間を調整し、全員が集まれる時間
を作り、週⚑回以上のホーム担当職員会議を行
う。
・⚑施設全体の職員会議を、月に⚑～⚒回行い、グ
ループホームを含め、できる限り多くの職員が参
加できるようにする。
・スーパービジョンのシステムを確立し、職員の交
流と研修を十分行う。職員同士が議論して取組を
作り上げていく事を支援し、職員のモチベーショ
ンを高めるスーパーバイズを行う。
・施設長や基幹的職員も、時々グループホームに宿
泊し、食事を一緒にとる機会を設ける。心理職、
栄養士等もホームに積極的に入るなど、施設全体
でホームをサポートする体制をつくる。
・非常勤職員の配置を利用して、宿直支援や家事支
援を行う。
・施設全体でフリーの応援職員を確保し、職員の病
気、休暇、研修等や、緊急時の対応や、新人のサ
ポートができる体制を整備する。
この様に、小規模化を進める上での課題は、推進
する上での取り組み例と連動しており、課題は、問
題では無く、むしろ、改善へのポイントであると考
察した。
そして、筆者は、児童養護施設の小規模化・地域
分散化である家庭的養護を推進するには、小規模グ
ループケアや地域小規模児童養護施設のみでの実施
運営では限界があり、それに関わる本体施設の多様
な支援機能の拡充が必要とされ、これらを包括した
総合的な施策の推進が必要となってくるのではない
かと考察した。
つまり、本体施設による充実した支援体制づくり
こそが、小規模化・地域分散化である家庭的養護の
前提になり、基礎になると理解した。
（⚒）施設の形態について
これまで、児童養護施設等の入所系施設の形態と
して、以下の⚓形態が中心であった。
①大舎制（⚑舎20人以上） 大きな建物に、子ども
たちが生活し、基本的生活基盤である食事や入
浴、学習などは、それぞれ共同スペースを利用し、
共通する日課に基づいて子どもたちが大きな集団
で生活する。
②中舎制（⚑舎13人～19人） 大きな建物の中を各
ホーム・ユニットに区切り、その中に、玄関・台
所・風呂・トイレが設置されている。大舎制より
も少ない集団で生活する。
③小舎制（⚑舎12以下） 同一の敷地内に独立した
家屋を建てるなどによって、より家庭に近い小集
団で子どもたちが生活する。少数の養育者が、少
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数の子どもを担当するのが特徴である。
今後は、図表⚒18にある様なグループホーム、具
体的には、
④小規模グループケア 本体施設の敷地内で定員の
中から原則⚖人以上⚘人以下と言う小規模なケア
単位で、できる限り家庭的な環境の中で職員との
個別的な関係を重視したきめ細やかなケアを提供
する事を重視している。
⑤地域小規模施設 本体施設の敷地外に、分園とし
て地域の中に設置された小規模な施設である。そ
して、近隣住民との適切な関係を保持しつつ、家
庭的な環境の中で生活する事により、入所してい
る子どもたちの社会的自立が促進されるよう支援
する事を目的としている。定員は、本体施設の定
員とは別に⚖人である。
等の小規模化・地域分散化である家庭的養護への
施設形態が推進されていく方向である。
この様に、児童養護施設は、大規模な施設養護を
中心とした形態から、一人一人の子どもをきめ細か
く育み、親子を総合的に支援していく事を基本と
し、家庭養護を推進していくため、養育者の家庭に
子どもを迎え入れて養育を行う里親やファミリー
ホームを優先すると共に、児童養護施設の施設養護
についても、できる限り小規模で家庭的な養育環境
の形態（家庭的養護）に変えていく時代になってき
ている。
そして、これらを推進するには、それらに関わる
本体施設の支援機能の拡充が必要とされ、それを含
めた総合的な施策の推進が必要であろう。
筆者は、本体施設による充実した支援体制づくり
こそが、小規模化・地域分散化である家庭的養護の
前提となると、この図表⚒により改めて確信した。
おわりに
筆者が、副施設長として長年従事していた児童養
護施設（定員45人）も、ここ10数年の間に、家庭的
養護である地域小規模児童養護施設を⚒か所運営実
施している。その内の⚑か所は、本体施設の同一地
域にあり、以前従事していた当時、分園型自活訓練
事業として利用していた平屋建てをリノベーション
して、運営実施している。分園型自活訓練事業と
は、施設入所児童が施設を退所する前の一定期間に
社会的養護における家庭的養護の現状と課題について
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図表⚒ 本体施設の機能を活用して多様な養護を提供する
出所：黒田邦夫著「日本の児童養護が培ってきたものを土台とした方向性を提起する 社会的養護のあり方検
討の前提は妥当なのか」、浅井春夫 黒田邦夫編著 2018『〈施設養護か里親制度か〉の対立軸を超えて
―「新しい社会的養育ビジョン」とこれからの社会的養護を展望する』所収 明石書店 p. 235より引用
地域の中で生活体験を行い、併せて必要な訓練を行
う事により、社会人として必要な知識・能力を高め、
もって社会的自立の促進を図るものである。
これを、児童養護施設の小規模化・地域分散化で
ある家庭的養護の推進に合わせて上手く活用し、移
行している。利用している子ども達は、本体施設の
子ども達と同じ、幼稚園、小学校、中学校に通学し
ている為、本体施設への、行事にも、気遣いする事
無く、自然に参加している。職員も、本体施設との
連携を密にしており、お互い行き来し、本体施設の
しっかりした支援機能が、子ども達に、対応してい
る姿がよく見受けられる。
この事例からも考察できるが、冒頭にあった、「児
童養護施設は、機能転換に向け今後、小規模グルー
プケアを除き、大舎から小舎まで整備計画を認めな
い方針を示した。」ではなく、その施設の現状や地
域性により、必要があれば、本体施設における大舎
から小舎の整備計画も認めるべきではないだろう
か。本体施設である大・中・小舎で生活している子
どもたちが、未だ約⚖割存在する現実もある。
筆者は、予てより、児童養護施設には、要養護児
童の養育保護について、長年培ってきた実践と実績
がある。まず、児童養護施設の本体施設の整備・職
員配置の充実、そこを安定させてから、家庭的養護
である小規模グループケアや地域小規模児童養護施
設の整備・職員配置の充実、そして家庭養護である
里親への推進、フォスタリング機関の強化をするべ
きではないだろうかと言及している。
その事により、家庭的養護である小規模グループ
ケアや地域小規模児童養護施設、また、里親等によ
る家庭養護で生活している子どもたちへの対応が困
難になった時に、本体施設の高度化された支援機能
が発揮できるのではないかと考える。
最後に、児童養護施設は、できる限り小規模で家
庭的な養育環境の形態、つまり、家庭的養護に変え
ていくという政策推進には、大いに賛成である。
しかし、その施設の現状や地域性等も考慮してほ
しい。必要があれば、本体施設における大舎から小
舎の整備計画も含めた、より充実した支援体制づく
りを実施する事も思慮してほしい。そして、それこ
そが、今後の児童養護施設の小規模化や地域分散化
である家庭的養護の推進に繋がると、提言したい。
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